
   明石市中小企業者省エネルギー化支援補助金交付要領 

（目的） 

第１条 この要領は、事業所等にエネルギー利用の効率化に資する設備を導入する

中小企業者に対して、その費用の一部を補助することにより、中小企業者のエネ

ルギー価格高騰対策及び脱炭素化を支援することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 事業所等 市内の本店、事業所、事務所又は工場をいう。 

(２) 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項

各号のいずれかに掲げる者をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 この要領による補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる者（以

下「補助対象者」という。）は、中小企業者であって、市長が別に定める基準に

従い登録されたものとする。 

 （補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表

に掲げる事業であって、かつ、次の各号に掲げるすべての要件に該当するものと

する。 

 (１) 第６条による申請（以下「交付申請」という。）を行った日の属する年度の

いて、事業が完了すること。 

 (２) 導入する設備が設置する日前において未使用であり、かつ、リース契約に

基づき取得したものでないこと。 

 (３) 国、地方公共団体等から助成を受けていないこと。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次に掲げる費用の合計額（消費税及び地方消費税相当額

を除く。）に３分の１を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額）と３００，０００円のいずれか低い額 

(１) 補助対象設備の購入に係る費用 

(２) 補助対象設備の更新工事に係る費用（更新の対象となる既存設備(以下

「対象既存設備」という。)の撤去費を含む。） 

（補助金の交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が別



に定める期間内に、補助金交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し

なければならない。 

(１) 見積書の写しその他の補助対象事業の内容並びに費用の額及び内訳がわか

る書類 

(２) 交付申請を行った日前３か月以内に発行された申請者に係る登記事項証明

書（申請者が法人でない場合にあっては、申請者が事業者であることがわかる

書類） 

(３) 補助対象事業を行う事業所等の位置図 

(４) 対象既存設備の設置場所がわかる図面 

(５) 対象既存設備の設置状況がわかるカラー写真 

(６) 設置する補助対象設備の技術仕様がわかる書類 

(７) 設置する補助対象設備の製造年がわかる書類（補助対象設備が空調設備又

は給湯設備の場合に限る。） 

(８) その他市長が必要と認める書類 

２ 同一年度内において、同一の申請者が行う交付申請は、補助対象事業ごとに１

回を限度とする。 

（補助金の交付の決定） 

第７条 市長は、交付申請を受けたときは、これを審査の上、補助金の交付の可否

を決定し、その結果を申請者に通知するものとする。 

（事業の内容の変更） 

第８条 前条の規定による補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）を受け

た者（以下「補助交付決定者」という。）は、当該交付決定の内容を変更しようと

するときは、変更交付申請書に市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出し

なければならない。ただし、軽微な変更である場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、これを承

認したときは、その旨を変更承認通知書により、補助交付決定者に通知するもの

とする。 

（事業の中止） 

第９条 補助交付決定者は、補助対象事業を中止するときは、速やかに中止届出書

を市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助交付決定者は、事業完了日（対象事業が完了した日をいう。第１３

条において同じ。）から市長が別に定める日までの間に、実績報告書に次に掲げる



書類を添えて、市長に報告しなければならない。ただし、第６条第１項の規定に

より提出された書類をもって代えることができると市長が認める場合は、当該書

類の添付を省略することができる。 

(１) 領収書の写しその他の補助対象事業に係る経費の額を証する書類 

(２) 契約書の写し 

(３) 設置した補助対象設備の設置状況がわかるカラー写真  

(４) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定及び交付） 

第１１条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、これを審査し、交付決

定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交

付額確定通知書により通知するものとする。 

２ 市長は、当該補助交付決定者からの請求に基づき、前項の規定により確定した

補助金を交付する。 

３ 前項の請求は、請求書により行うものとする。 

（手続の代行） 

第１２条 申請者は、第６条第１項、第８条第１項、第９条及び第１０条に規定す

る手続を、第三者に代行させることができる。 

（設備の管理） 

第１３条 補助交付決定者は、事業完了日から起算して、設置した補助対象設備（以

下「管理設備」という。）の種類に応じ、それぞれ減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数（以下「耐用年数」

という。）が満了するまでの間、善良なる管理者の注意をもって当該管理設備を管

理するとともに、補助金の交付の目的に従ってその適正な運用を図らなければな

らない。 

（処分の制限） 

第１４条 補助交付決定者は、耐用年数の期間内において、管理設備を処分しよう

とするときは、あらかじめ、財産処分届出書により市長に届け出なければならな

い。この場合において、市長が特に必要があると認めるときは、市長は、補助金

の全部又は一部の返還を求めることができる。 

（補助金交付の決定の取消し等） 

第１５条 市長は、補助交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認められる

場合は、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 虚偽又は不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 



(２) この要領の規定に違反したとき。 

(３) その他市長が適当でない者と認めたとき。 

２ 前項の規定により市長が交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助交付決定者は、市長が

定める期限までにこれを返還しなければならない。 

（協力） 

第１６条 市長は、補助交付決定者に対して、必要に応じて対象事業の効果に関す

るデータの提供又は地球温暖化対策に係る普及啓発事業等への協力を求めること

ができるものとする。 

（補則） 

第１７条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則（令和８年７月２９日制定） 

この要領は、制定の日から施行する。 



別表（第４条関係） 

対象事業 補助対象設備 事業内容 備 考 

１ ＬＥＤ照明設備更

新事業 

ＬＥＤ照明設備 事業所等に既に設置している照明設備

（ＬＥＤ照明設備を除く。）をＬＥＤ照

明設備に更新する事業（工事を伴わない

ランプの交換のみのものを除く。） 

以下のものは補助対象外とする 

(１) 工事を伴わないランプの

交換のみのもの 

(２) 容易に取り外し、又は移

動させることができる照明設

備の更新であるもの 

２ 空調設備更新事業 空調設備 事業所等に既に設置している空調設備

を２０２５年以降に製造された空調設備

に更新する事業 

 

３ 給湯設備更新事業 給湯設備 事業所等に既に設置している給湯設備

を２０２５年以降に製造された給湯設備

に更新する事業 

 

 


